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（１）日本型教育の海外展開推進事業（EDU-Port ニッポン）    98 百万円 

(対前年度 27 百万円増) 

近年、諸外国の首脳や教育大臣等から我が国の教育への高い関心が示され

ている中、より層の厚い日本型教育の海外展開を推進するため、関係省庁、

政府系機関、民間企業を含む教育関連機関等から構成する「官民協働プラッ

トフォーム」を運営。 

このスキームの下、シンポジウム等を通じて関係者間で議論・情報共有を

図るとともに、パイロット事業の支援、海外への広報機能の強化等を図り、

海外展開モデルを形成することで、日本型教育の海外展開を促進する。 

これらの取組により、日本の教育の国際化、将来の親日層の拡大、日本の

経済成長への還元を図る。 

 

◆官民協働プラットフォーム  

関係省庁、政府系機関、民間企業を含む教育関連機関等で構成する「日

本型教育の海外展開官民協働プラットフォーム」（EDU-Port ニッポン）を２

０１６年度より運営している。このスキームの下、関係者間での情報共有

を図るとともに、日本の教育についてより層の厚い海外展開の案件形成を

目指す。案件形成にあたっては、在京・在外大使館等、諸外国の関係者と

も情報共有・意見交換を行う。 

◆パイロット事業 

将来的に海外展開モデルになる可能性が見込まれるものについて、パイ

ロット事業を行い、展開案件の形成を促す。 

◆国際会議におけるサイドイベントの実施 

日本で開催される国際会議において、教育に関するサイドイベントとし

て、日本型教育を幅広く紹介する等の取組を行う。 

◆広報ツールの開発・強化 

国際フォーラム等で使用可能な日本型教育のＰＲのための広報ツール 

を開発する。 

◆国別・分野別分科会 

海外展開案件が想定される国について国別分科会を設け、各対象国におけ

るニーズの明確化等を行う。また、分野別分科会において、具体の分野にお

ける展開にあたっての課題や解決策の検討を深める。  

◆国際フォーラムの開催 

新たな展開案件の進展が見込まれる国において、国際フォーラムを開催

し、日本型教育に係る具体的取組みの紹介等を通じて、展開案件の形成促進

を図る。 

 

国際協働によるＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）達成への貢献      

1,199 百万円（対前年度 199 百万円増） 
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（２）国際バカロレアの推進                             107 百万円 

(対前年度 16 百万円増) 

国際バカロレア（ＩＢ）は、課題発見・解決能力などのグローバル化に対

応できるスキルを身に付けた人材を育成するための国際的な教育プログラム

である。このうち、１６歳から１９歳を対象とするディプロマプログラム

（ＤＰ）は、国際的に通用する大学入学資格（ＩＢ資格）を取得できるプロ

グラムであり、世界の主要な大学において、入学審査等に広く活用されてい

る。 

我が国では、「未来投資戦略」等において、国際バカロレア認定校等の大

幅な増加を目指す(2020 年度までに 200 校以上)等の政府目標を設定し、ＤＰ

の一部科目を日本語でも実施可能とするプログラム（日本語ＤＰ）の開発・

導入など、国内におけるＩＢの普及・拡大のための取組を推進してきた。  

ＩＢを導入する学校等は着実に増加しているものの、一条校での導入は黎

明期にある。「国際バカロレアを中心としたグローバル人材育成を考える有

識者会議中間取りまとめ」（平成２９年５月）等を踏まえ、日本語ＤＰの運

用、持続的な普及促進体制の核となる枠組み構築等を継続するとともに、Ｉ

Ｂ教員養成を含む一条校等におけるＩＢの導入・運営に係る支援強化に向け

た取組を行う。 

 

 

（３）新時代の教育のための国際協働                      424 百万円 

(対前年度 53 百万円増) 

G7 倉敷教育大臣会合宣言（2016 年）や G20 の枠組みで初めて開催された

G20 教育大臣会合（2018 年）において、SDGs の達成や、Society5.0 時代の到

来に対応するために必要なスキルや素養をいかにして身に付けるか、そのため

の教育政策はどうあるべきか、といった国際社会に共通の教育課題について議

論がなされており、これらの課題に国際的に対応する必要に迫られている。 

  教育課題の国際的な共通化・ボーダレス化に対応するためには、国際社会と

の協働が不可欠。教育交流や国際機関との連携を通じて、新時代に対応した教

授法や授業設計の改善、教育モデルの開発等の取組を進め、新たな時代に求め

られる人材育成につなげる。またこうした取組において、日本が国際的な教育

世論を主導することで、国際協働に貢献するとともに、我が国の教育の国際化

及び質向上を図る。 

 

◆日本主導の教育対話の場づくり 

G20 議長国となる 2019 年は、G20 各国との教育対話を推進すべく、国際

シンポジウムを開催する。国際的な教育対話の場の戦略的活用、広報・PR

機能の強化を通じ、日本が積極的に国際的な教育世論を主導する。 

◆教員交流を通じた教育実践の改善 

大学等が中心となり G7、G20 で議論された教育課題について比較研究・調

査分析を実施した上で、我が国の教員が現地に赴き、教育現場での授業実践

や現地教員との交流を通して、教授法や授業設計について改善点を探る。 
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◆国際機関との連携 

OECD が実施する、時代の変化に対応した新たな教育モデルを開発する

「Education2030 事業」に協力する。  

◆日米教育交流の推進 

「教育交流計画に関する日本国政府とアメリカ合衆国政府の間の協定」に 

基づき日米教育委員会に資金を拠出し、日本と米国の二国間の教育交流事業

「フルブライト奨学金事業」「教員交流事業」を実施する。 

 

 

（４）国内外におけるユネスコ活動の推進             420 百万円 

(対前年度 102 百万円増) 

ＳＤＧｓ(持続可能な開発目標)の達成に向け、教育や科学を通じたユネスコ

事業への協力を行うとともに、国内におけるＥＳＤ(持続可能な開発のための

教育)の推進に関する事業の実施を支援する。また、持続可能な開発のための

国連海洋科学の 10 年、ユネスコスクールやユネスコ世界ジオパーク等に関す

る事業の推進を通じて、我が国におけるユネスコ活動の普及・振興を図る。 

 

◆ユネスコ事業への協力             240 百万円(206 百万円) 

ユネスコを通じて、アジア太平洋地域における、ＳＤＧ４達成に資する基

礎教育への平等なアクセスの保証や教育の質の向上等を図るとともに、科学

分野における学術協力や若手専門家の育成等を行う。また、ユネスコが主導

機関であるＥＳＤグローバルアクションプログラム(ＧＡＰ)の国際的な実施

に協力する。さらに、ユネスコが実施する「世界の記憶」事業の適切な実

施・運営を含めた記録遺産の保全・保護等を促進するため、アジア太平洋地

域等に所在する記録遺産の保全・保護の基盤形成に係る取組への支援等を行

う。 

 

◆ＳＤＧｓ達成の担い手育成（ＥＳＤ）推進事業     80 百万円(新規) 

新学習指導要領において、持続可能な社会の創り手の育成が学校に求めら

れる役割と明記されたことや、ＥＳＤが全てのＳＤＧｓ達成に向けた鍵であ

るとの国連決議の採択を受け、新たにＳＤＧｓ達成の担い手を育む多様な教

育活動を支援する。 

具体的には、ＳＤＧｓの視点を組み込んだカリキュラム・学習評価の開発

や、持続可能な社会の担い手を育む教師の育成等、学校・大学をはじめとし

た国内の教育現場におけるＥＳＤを推進する。 

 

◆日本／ユネスコパートナーシップ事業      100 百万円(62 百万円) 

ユネスコが、「持続可能な開発のための国連海洋科学の 10 年(2021-2030)」

の実施計画策定機関として、今後２年間で世界的な活動を展開することを受

け、我が国で国際会議を開催することでユネスコにおける喫緊の施策の推進

に貢献する。また、ユネスコ登録資産の地域資源としての活用に向けた取組
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を促進することで、多様なステークホルダーによる連携促進や国内における

ユネスコのプレゼンス向上を図る。さらに、ユネスコスクールの活動支援や

ユネスコ世界ジオパーク事業の推進、ユース世代の活動の推進等により、国

内におけるユネスコ活動の基盤を構築する。 

 

 

                                  等 
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レ
ベ
ル
の
プ
ラ
イ
マ
リ
ー
・
イ
ヤ
ー
ズ
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
（
P
Y
P
）
、
ミ
ド
ル
・
イ
ヤ
ー
ズ
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
（
M
Y
P
）
を
含
め
、
我
が
国
の
グ
ロ
ー
バ
ル
人
材
育
成
等
に
資
す
る
。

・
我
が
国
に
お
い
て
更
な
る
ＩＢ
の
普
及
を
進
め
る
た
め
に
は
、
導
入
・
運
営
に
対
す
る
効
果
的
な
支
援
が
必
要
。

①
変
化
す
る
社
会
に
対
応
す
る
グ
ロ
ー
バ
ル
人
材
育
成

幅
広
い
知
識
の
探
究
ス
キ
ル
、
課
題
発
見
・
解
決
能
力
、
コ
ミ
ュ
ニ

ケ
ー
シ
ョ
ン
能
力
等
を
育
成

国
際
的
な
視
野
を
持
ち
、
Ａ
Ｉ等
の
技
術
革
新
、
将
来
（
So

ci
et

y 
5.

0）
の
社
会
課
題
に
対
応
す
る
グ
ロ
ー
バ
ル
人
材
を
育
成

③
国
際
的
通
用
性

ＩＢ
資
格
を
活
用
し
た
国
内
外
へ
の
進

路
の
多
様
化

大
学
の
国
際
化
・
活
性
化

②
初
等
中
等
教
育
の
質
の
向
上

ＩＢ
と
日
本
の
教
育
政
策
の
方
向
性
は
親
和
性
が
高
い

「
全
人
教
育
」
を
通
じ
た
主
体
的
学
び
を
重
視
し
、
初
等
中
等
教

育
の
好
事
例
を
形
成 ・
D
P
と
学
習
指
導
要
領
を
無
理
な
く
履
修
す
る
た
め
の
教
育
課
程
の
特
例
措
置

・
外
国
人
に
対
す
る
特
別
免
許
状
の
授
与
促
進
等

・
大
学
入
学
者
選
抜
に
お
け
る
ＩＢ
の
活
用
促
進

○
国
内
推
進
体
制
の
整
備

43
百
万
円
（2

7百
万
円
）

国
際
バ
カ
ロ
レ
ア
の
普
及
に
係
る
取
組
を
関
係
者
間
で
検
討
し
、
１
条
校
等
で
の
国
際
バ
カ
ロ
レ
ア

の
導
入
・運
営
に
対
す
る
効
果
的
な
支
援
を
行
う
等
の
機
能
を
も
つ
、
持
続
的
な
普
及
促
進
体
制
の

核
と
な
る
枠
組
み
（コ
ン
ソ
ー
シ
ア
ム
）を
構
築
。

平
成

31
年
度
は
、
コ
ン
ソ
ー
シ
ア
ム
を
通
じ
て
ＩＢ
教
員
養
成
を
含
む
１
条
校
等
に
お
け
る
ＩＢ
導
入
・

運
営
に
係
る
支
援
を
強
化
。

○
日
本
語

D
P

61
百
万
円
（6

1百
万
円
）

Ｄ
Ｐ
の
一
部
科
目
を
、
日
本
語
で
も
実
施
可
能
と
す
る
プ
ロ
グ
ラ
ム
。
国
際
バ
カ
ロ
レ
ア
機

構
と
の
協
力
の
下
、
日
本
語
D
P
試
験
を
実
施
。

日
本
語
Ｄ
Ｐ
に
よ
り
、
日
本
人
教
員
の
活
用
機
会
を
拡
大
す
る
こ
と
で
、
日
本
の
学
校
に
よ

る
ＩＢ
の
円
滑
な
導
入
を
促
進
。

国
際
バ
カ
ロ
レ
ア
認
定
校
等
を
２
０
2
0
年
度
ま
で
に
２
０
０
校
以
上

※
20

18
年

4月
現
在
（
計

12
6校
）

PY
P：
認
定
校

27
校
候
補
校
等

20
校

M
YP
：認
定
校

16
校
候
補
校
等

11
校

DP
  ：
認
定
校

38
校
候
補
校
等

14
校

未
来
投
資
戦
略

20
18
（
平
成

30
年

6月
閣
議
決
定
）

国
際
バ
カロ
レ
ア
の
推
進

20
19
年
度
概
算
要
求
額

１
０
７
百
万
円
（
１
6百
万
円
増
）

前
年
度
予
算
額

９
１
百
万
円

国
際
バ
カ
ロ
レ
ア
（
ＩＢ
）
に
つ
い
て

導
入
の
意
義

文
部
科
学
省
の
主
な
取
組

文
部
科
学
省
Ｂ
教
育
推
進
コ
ン
ソ
ー
シ
ア
ム
関
係
者
協
議
会
（
司
令
塔
機
能
）

IC
Tプ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
、
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
（
情
報
共
有
、
認
知
・
内
容
理
解
の
促
進
）

候
補
校
・
関
心
校
等

・
コ
ン
ソ
ー
シ
ア
ム
を
通
じ
た
ＩＢ
教
員
養
成

の
促
進

認
定
校

・
地
域
普
及
促
進
に
係
る
日

本
人
リ
ー
ダ
ー
の
育
成

（
参
考
）
制
度
的
支
援
等
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国
際
的
な
動
向
に
対
応
した
、

新
時
代
の
教
育
の
た
め
の
国
際
協
働

２
０
１
９
年
度
概
算
要
求
額
：
４
２
４
百
万
円

前
年
度
予
算

額
：
３
７
１
百
万
円

背
景

G
7
倉

敷
教

育
大

臣
会

合
宣

言
（

2
0
1
6
年

）
や

G
2
0
の

枠
組

み
で

初
め

て
開

催
さ

れ
た

G
2
0
教

育
大

臣
会

合
（

2
0
1
8
年

）
に

お
い

て
、

S
D

G
sの

達
成

や
、

S
o
ci

e
ty

5
.0

時
代

の
到

来
に

対
応

す
る

た
め

に
必

要
な

ス
キ

ル
や

素
養

を
い

か
に

し
て

身
に

付
け

る
か

、
そ

の
た

め
の

教
育

政
策

は
ど

う
あ

る
べ

き
か

、
と

い
っ

た
国

際
社

会
に

共
通

の
教

育
課

題
に

つ
い

て
議

論
が

な
さ

れ
て

お
り

、
こ

れ
ら

の
課

題
に

国
際

的
に

対
応

す
る

必
要

に
迫

ら
れ

て
い

る
。

◆
日

本
主

導
の

教
育

対
話

の
場

づ
く

り
6
1
百

万
円

（
新

規
）

・
G

2
0
議

長
国

と
な

る
2
0
1
9
年

は
G

2
0
各

国
と

の
教

育
対

話
を

推
進

す
べ

く
、

国
際

シ
ン

ポ
ジ

ウ
ム

の
開

催
を

計
画

・
国

際
的

な
教

育
対

話
の

場
の

戦
略

的
活

用
等

の
広

報
・

P
R

機
能

を
強

化
す

る

⇒
日

本
が

積
極

的
に

国
際

的
な

教
育

世
論

を
主

導
す

る

◆
教

員
交

流
を

通
じ

た
教

育
実

践
の

改
善

2
5
百

万
円

(3
7
百

万
円

)

•
大

学
等

が
中

心
と

な
り

G
7
, 

G
2
0
で

議
論

さ
れ

た
教

育
課

題
に

つ
い

て
比

較
研

究
・

調
査

分
析

を
実

施
。

•
上

記
を

踏
ま

え
、

我
が

国
の

教
員

が
現

地
に

赴
き

、
教

育
現

場
で

の
授

業
実

践
や

現
地

教
員

と
の

交
流

を
通

し
て

、
教

授
法

や
授

業
設

計
に

つ
い

て
改

善
点

を
探

る
。

◆
日

米
教

育
交

流
の

推
進

3
1
6
百

万
円

（
3
1
6
百

万
円

）

フ
ル

ブ
ラ

イ
ト

交
流

計
画

(1
9
7
9
年

発
効

)に
基

づ
き

、
日

本
と

米
国

の
二

国
間

の
教

育
交

流
事

業
を

実
施

。
•

学
生

・
研

究
者

等
を

相
互

派
遣

(フ
ル

ブ
ラ

イ
ト

奨
学

金
事

業
)

•
教

員
交

流
プ

ロ
グ

ラ
ム

を
実

施
(S

o
ci

e
ty

5
.0

時
代

の
到

来
に

向
け

取
組

の
加

速
が

求
め

ら
れ

る
「

教
育

と
IC

T
」

を
テ

ー
マ

に
実

施
。

)

◆
国

際
機

関
と

の
連

携
1
7
百

万
円

（
1
7
百

万
円

）

•
O

E
C
D

が
実

施
す

る
、

時
代

の
変

化
に

対
応

し
た

新
た

な
教

育
モ

デ
ル

を
開

発
す

る
「

E
d
u
ca

ti
o
n
2
0
3
0
事

業
」

に
協

力
。

•
新

し
い

時
代

を
切

り
拓

い
て

い
く

た
め

に
必

要
な

資
質

･能
力

を
子

供
た

ち
に

育
む

た
め

の
新

た
な

学
習

枠
組

み
（

資
質

・
能

力
の

概
念

を
整

理
し

た
も

の
）

を
開

発
し

、
教

育
シ

ス
テ

ム
の

在
り

方
等

に
つ

い
て

検
討

す
る

。

目
的

教
育

課
題

の
国

際
的

な
共

通
化

・
ボ

ー
ダ

レ
ス

化
に

対
応

す
る

た
め

に
は

、
国

際
社

会
と

の
協

働
が

不
可

欠
。

教
育

交
流

や
国

際
機

関
と

の
連

携
を

通
じ

て
、

新
時

代
に

対
応

し
た

教
授

法
や

授
業

設
計

の
改

善
、

教
育

モ
デ

ル
の

開
発

等
の

取
組

を
進

め
、

新
た

な
時

代
に

求
め

ら
れ

る
人

材
育

成
に

つ
な

げ
る

。
ま

た
こ

う
し

た
取

組
に

お
い

て
、

日
本

が
国

際
的

な
教

育
世

論
を

主
導

す
る

こ
と

で
、

国
際

協
働

に
貢

献
す

る
と

と
も

に
、

我
が

国
の

教
育

の
国

際
化

及
び

質
向

上
を

図
る

。

⇒
研

究
成

果
と

し
て

と
り

ま
と

め
、

成
果

報
告

会
を

広
く

実
施

。
教

育
現

場
で

の
活

用
を

促
進

。

⇒
我

が
国

の
取

組
を

国
際

的
議

論
に

イ
ン

プ
ッ

ト
す

る
と

と
も

に
、

我
が

国
の

教
育

改
革

に
寄

与
。

○
新
しい
時
代
に
求
め
られ
る
ス
キ
ル
や
素
養
を
持
った
人
材
育
成

○
我
が
国
の
教
育
の
質
向
上

⇒
米

国
と

の
教

育
交

流
を

通
じ

、
新

時
代

に
求

め
ら

れ
る

優
れ

た
人

材
を

育
成

す
る

と
と

も
に

、
日

米
間

の
相

互
理

解
を

増
進

。
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国
内

外
に

お
け

る
ユ

ネ
ス

コ
活

動
の

推
進

信
託

基
金

を
通

じ
た

ユ
ネ

ス
コ

事
業

へ
の

協
力

（2
.4

 億
円

）
・
長

年
に

わ
た

り
行

っ
て

き
た

教
育

・
科

学
分

野
で

の
主

に
ア

ジ
ア

太
平

洋
地

域
に

お
け

る
ユ

ネ
ス

コ
事

業
へ

の
支

援
を

継
続

的
に

実
施

。
こ

れ
ら

を
通

じ
て

S
D

G
s達

成
に

貢
献

。

○
ア

ジ
ア

太
平

洋
教

育
協

力
信

託
基

金
（
0
.6

 億
円

）
※

ユ
ネ

ス
コ

・
バ

ン
コ

ク
事

務
所

へ
の

信
託

基
金

○
ユ

ネ
ス

コ
地

球
規

模
課

題
の

解
決

の
た

め
の

科
学

事
業

信
託

基
金

（
0
.4

億
円

）
※

ユ
ネ

ス
コ

・
ジ

ャ
カ

ル
タ

事
務

所
等

へ
の

信
託

基
金

【
新

規
】S

D
G

s達
成

の
担

い
手

育
成

(E
S
D

)
推

進
事

業
（0

.8
億

円
）

・
新

学
習

指
導

要
領

に
お

い
て

、
持

続
可

能
な

社
会

の
創

り
手

の
育

成
が

学
校

に
求

め
ら

れ
る

役
割

と
明

記
さ

れ
た

こ
と

や
、

「
Ｓ

Ｄ
Ｇ

４
グ

ロ
ー

バ
ル

指
標

」
（

カ
リ

キ
ュ

ラ
ム

、
教

師
教

育
、

学
習

評
価

の
各

分
野

に
お

け
る

Ｅ
Ｓ

Ｄ
の

主
流

化
）
の

達
成

度
向

上
が

国
際

社
会

か
ら

求
め

ら
れ

て
い

る
こ

と
を

受
け

、
国

内
の

教
育

現
場

に
お

け
る

Ｓ
Ｄ

Ｇ
ｓ
達

成
の

担
い

手
を

育
む

多
様

な
教

育
活

動
（
Ｅ

Ｓ
Ｄ

）
を

支
援

し
、

担
い

手
に

必
要

な
資

質
・
能

力
の

向
上

を
図

る
。

日
本

／
ユ

ネ
ス

コ
パ

ー
ト

ナ
ー

シ
ッ

プ
事

業
（1

億
円

）

①
ユ

ネ
ス

コ
に

お
け

る
喫

緊
か

つ
重

要
施

策
へ

の
貢

献
：

「
持

続
可

能
な

開
発

の
た

め
の

国
連

海
洋

科
学

の
1
0
年

」
等

、
ユ

ネ
ス

コ
の

喫
緊

の
重

要
課

題
と

位
置

付
け

ら
れ

た
分

野
で

国
際

会
議

を
開

催
し

、
国

内
外

の
議

論
を

促
進

。

②
ユ

ネ
ス

コ
登

録
資

産
の

地
域

資
源

と
し

て
の

活
用

に
向

け
た

取
組

促
進

：

国
内

の
ユ

ネ
ス

コ
登

録
資

産
（
例

：
エ

コ
パ

ー
ク

、
ジ

オ
パ

ー
ク

、
世

界
の

記
憶

、
創

造
都

市
、

世
界

遺
産

・
無

形
文

化
遺

産
）
の

地
域

資
源

と
し

て
の

活
用

に
向

け
た

取
組

を
促

進
し

、

多
様

な
ス

テ
ー

ク
ホ

ル
ダ

ー
に

よ
る

連
携

促
進

や
国

内
に

お
け

る
ユ

ネ
ス

コ
の

プ
レ

ゼ
ン

ス
向

上
を

図
る

。

③
ユ

ネ
ス

コ
活

動
の

基
盤

構
築

：

ユ
ネ

ス
コ

ス
ク

ー
ル

や
ユ

ネ
ス

コ
世

界
ジ

オ
パ

ー
ク

に
関

す
る

審
査

や
事

業
推

進
、

ユ
ー

ス
世

代
の

活
動

の
推

進
等

、
我

が
国

の
様

々
な

主
体

が

ユ
ネ

ス
コ

活
動

を
実

践
し

て
い

く
上

で
欠

か
せ

な
い

重
要

な
基

盤
を

構
築

。

○
我

が
国

が
知

見
を

有
す

る
教

育
・
科

学
等

の
分

野
に

お
け

る
国

内
外

の
ユ

ネ
ス

コ
事

業
の

更
な

る
推

進
を

通
じ

て
、

持
続

可
能

な
開

発
目

標
（

SD
Gs

)達
成

に
向

け
た

地
球

規
模

の
課

題
解

決
の

た
め

の
活

動
の

充
実

を
図

る
。

○
国

内
に

お
け

る
ユ

ネ
ス

コ
事

業
の

基
盤

構
築

や
、

ユ
ネ

ス
コ

活
動

の
普

及
・
振

興
を

進
め

る
こ

と
で

、
ユ

ネ
ス

コ
事

業
の

一
層

の
推

進
を

図
る

。

○
ユ

ネ
ス

コ
「
世

界
の

記
憶

」
協

力
事

業
信

託
基

金
（
0
.7

 億
円

）
○

Ｅ
Ｓ

Ｄ
グ

ロ
ー

バ
ル

・
ア

ク
シ

ョ
ン

・
プ

ロ
グ

ラ
ム

信
託

基
金

（
0
.7

億
円

）
※

い
ず

れ
も

ユ
ネ

ス
コ

本
部

へ
の

信
託

基
金

・
ユ

ネ
ス

コ
の

重
点

事
業

・
喫

緊
の

課
題

に
対

し
て

支
援

を
実

施
。

①
カ

リ
キ

ュ
ラ

ム
開

発
・
実

践
（
例

）
Ｅ

Ｓ
Ｄ

の
指

導
・
実

践
の

た
め

の
カ

リ
キ

ュ
ラ

ム
や

教
材

の
開

発
・
実

践
地

域
課

題
解

決
・
地

方
創

生
を

テ
ー

マ
と

し
た

P
B

L
型

Ｅ
Ｓ

Ｄ
の

実
践

②
教

師
教

育
の

推
進

（
例

）
現

職
学

校
教

員
の

研
修

、
教

員
養

成
課

程
で

の
実

践
③

学
習

評
価

・
発

信
（
例

）
有

識
者

に
よ

る
Ｅ

Ｓ
Ｄ

の
評

価
手

法
の

普
及

や
優

良
事

例
の

共
有

・
発

信

・
ユ

ネ
ス

コ
事

業
の

一
層

の
推

進
に

向
け

、
国

内
の

ユ
ネ

ス
コ

活
動

に
関

係
あ

る
機

関
と

協
力

し
、

我
が

国
に

お
け

る
ユ

ネ
ス

コ
活

動
の

普
及

・
振

興
の

た
め

に
以

下
の

事
業

を
実

施
す

る
。

ユ
ネ

ス
コ

活
動

に
よ

る
Ｓ

Ｄ
Ｇ

ｓ
達

成
へ

の
取

組
等

を
通

じ
た

平
和

で
持

続
可

能
な

社
会

の
構

築

２
０
１
９
年
度
概
算
要
求
額

４
２
０
百
万
円

（
１
０
２
百
万
円
増
）

前
年
度
予
算
額

３
１
８
百
万
円
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